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独立行政法人住宅金融支援機構プライバシーポリシー（個人情報保護方針） 

 

 独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」といいます。）は、高度情報通信社会における個人情報の

保護及び適切な管理の重要性を深く認識し、保有する個人情報を適切に取り扱うこととし、個人情報の保護

に関する法令その他の諸規範を遵守するとともに、以下に掲げる方針に従い、個人の権利利益の保護のため

に誠実かつ積極的に取り組みます。 

 

１ 個人情報の適正取得 

 (1) 機構は、氏名、住所、生年月日、性別、電話番号、資産、年収、勤務先、家族構成、健康状態、金融

  機関からの借入れ状況その他のお客さまに関する個人情報を、偽りその他不正な手段によることなく適

  正に取得します。 

 (2) 機構は、次のような方法により個人情報を取得することがあります。 

  【個人情報の取得の例】 

  ・商品の申込書等お客さまにご記入、ご提出いただいた書類等により提供される場合 

  ・個人信用情報機関等から提供される場合 

  ・金融機関等の業務委託先から提供される場合 

  ・新聞、市販の書籍、インターネット等で公表された情報を利用する場合 

 

２ 個人情報の利用目的 

 (1) 機構は、保有する個人情報を、次に掲げる利用目的又は取得の際にお客さまに示した利用目的の範囲

  内で、かつ、業務の遂行上必要な限りにおいて利用します。 

  ① お客さまの特定及び本人確認のため  

 ② 機構が行う金融機関の住宅の建設等に必要な資金の融資に係る貸付債権の譲受け（以下「債権譲受

 け」といいます。）に当たっての与信判断のため 

 ③ 金融機関が行う住宅の建設等に必要な資金の融資に対する機構の行う住宅融資保険の付保に当たっ

 ての付保判断又は当該融資に係る貸付債権を担保とする債券等の債務保証に当たっての与信判断のた

 め 

 ④ 機構が行う住宅の建設等に必要な資金の融資（以下「機構融資」といいます。）に当たっての与信 

判断のため 

 ⑤ 債権譲受け、機構融資、債券積立て等の条件を満たしていることの確認のため 

 ⑥ 機構融資等の対象となる住宅等の審査のため 

 ⑦ 団体信用生命保険・共済の加入、継続、保険金請求、弁済金充当手続等の事務のため 

 ⑧ 住宅ローンの債務保証の事務のため 

 ⑨ 期日管理等のお客さまとの継続的な取引における管理のため 

  ⑩ お客さまとの契約や法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため 

  ⑪ 貸付債権の完済後の事後管理のため 

⑫ 債券発行に伴う信託契約等のため 

⑬ 住宅ローンや住宅関連の情報提供のため 

  ⑭ 市場調査や分析・統計の実施のため 

  ⑮ アンケートの実施等による機構の業務に関連する商品やサービスの研究・開発のため 

  ⑯ ダイレクトメールの送付等による機構の業務に関連する商品やサービスのご案内・ご提案のため 

⑰ お客さまとの取引の特定その他お客さまとの取引の円滑かつ適切な履行のため 

 ⑱ お客さまとの取引の解約や解約後の事後管理のため     

 (2) お客さまからのお電話によるお問い合わせ等については、正確なご回答及びサービスの質の向上のた

  めに、通話内容の録音及びナンバー・ディスプレイを利用した電話番号の記録をさせていただくことが

  あります。 

 (3) お客さまがダイレクトメールの送付等による商品やサービスのご案内・ご提案の中止を希望される場

  合は、機構にご連絡ください。 

 

３ 安全管理措置 

 機構は、保有する個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の安全管理のために必要か

つ適切な措置を講じます。 
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 機構は、役員及び職員（再雇用職員、嘱託職員、臨時職員及び派遣職員を含みます。以下同じ。）に対

し個人情報の安全管理に関する研修を実施し、日常の業務において個人情報を適切に取り扱うことを徹底

します。 

 機構は、個人情報の保護に関する諸規定を整備し、それを遵守するとともに、継続して当該諸規定を見

直し、改善します。 

 

４ 役員及び職員の義務 

 次の(1)及び(2)に掲げる者は、機構の業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に利用しません。 

(1) 機構の役員及び職員又はこれらの職にあった者 

(2) 機構から個人情報を取り扱う業務の委託（２以上の段階にわたる委託を含みます。）を受け、その委

託業務 に従事している者又は従事していた者 

 

５ 委託先の選定及び監督 

(1) 機構は、個人情報を取り扱う業務の全部又は一部を委託する場合は、委託先において個人情報の安全

管理措置及び体制の整備が図られていることを判断するため委託先の選定基準を策定し、当該基準を満

たしている者に対してのみ委託するものとします。また、機構は、個人情報の安全管理措置等を徹底す

ることを委託契約に明記するとともに、委託先を監督し、委託契約の内容が遵守されているかを定期的

に確認します。 

 (2) 機構は、業務の一部を外部委託しており、外部委託先に個人情報を取り扱わせる業務としては、次の

  ようなものがあります。 

  【委託している業務の例】 

  ・保有する債権の管理・回収に関する業務 

  ・情報システムの運用・保守に関する業務 

  ・お客さまに送付させていただくための書類の印刷・発送業務 

 

６ 個人情報の第三者への提供の制限 

 機構は、次の(1)から(6)までのいずれかに該当する場合を除き、お客さまから取得した個人情報を第三

者に提供することはありません。 

(1) 法令に基づく場合で必要と判断されるとき。 

(2) お客さまの同意があるとき又はお客さまに提供するとき。 

(3) 行政機関、他の独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に保有する個人情報を提供する

場合において、個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供し

た個人情報を利用し、かつ、利用することについて相当の理由があるとき。 

(4) 専ら統計の作成又は学術研究の目的のために必要と判断されるとき。 

(5) 明らかにお客さまの利益になると判断されるとき。 

(6) その他保有する個人情報を提供することについて特別の理由があるとき。 

   ただし、機構は次の①から㉕までに掲げる第三者に対して業務の遂行上保有する個人情報を提供する

ことがあります。提供に当たっては、当該第三者に対し、提供した個人情報の利用の目的及び方法を制

限し、個人情報の安全管理措置を講ずることを求めます。また、機構が業務の遂行上経常的に提供する

個人情報の内容、提供先の第三者における個人情報の利用目的等を、機構のホームページ上に公表しま

す（別表１）。 

① お客さまが機構の証券化支援事業に係る融資のお申込みを行う先の金融機関 

② 機構が債権譲受け及び機構融資に係る貸付債権を信託する先の信託会社及び信託管理人 

③ お客さまが機構と民間金融機関が協調して提供する住宅ローン（協調融資）の融資のお申込みを行

う先の金融機関 

④ お客さまが住宅融資保険が付保される融資のお申込みを行う先の金融機関 

⑤ お客さまが特約火災保険のお申込みを行う場合の特約火災保険引受会社 

⑥ お客さまが団体信用生命保険・共済をご利用できる融資を申し込まれた場合の団体信用生命保険・

共済の引受生命保険会社及び全国共済農業協同組合連合会 

⑦ お客さまが保証を委託する先の一般財団法人首都圏不燃建築公社、一般財団法人住宅改良開発公

社、公益社団法人全国市街地再開発協会又は公益財団法人マンション管理センター 
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⑧ お客さまが高齢者向け返済特例制度のお申込みを行う場合の一般財団法人高齢者住宅財団 

⑨ お客さまが上記⑦又は⑧の保証機関をご利用しない場合の保証人 

⑩ 機構が機構融資との重複融資の確認を行う場合の独立行政法人都市再生機構 

⑪ 機構が債権譲受け、機構融資等の与信判断をする際に個人情報を登録する先の個人信用情報機関

（別表２） 

⑫ お客さまが団体信用生命保険・共済のお申込みを行う場合の沖縄振興開発金融公庫 

⑬ 機構と協定を締結している指定確認検査機関又は登録住宅性能評価機関（以下「適合証明検査機関」

といいます。）並びに機構と協定を締結している一般社団法人日本建築士事務所協会連合会及び公益

社団法人日本建築士会連合会に登録した建築士（以下「適合証明技術者」といいます。） 

⑭ お客さまが家賃債務保証保険が付保される保証の委託のお申込みを行う先の家賃債務保証事業者 

⑮ お客さまが返済方法を高齢者向け返済特例とする場合の通知義務者 

⑯ お客さま又は機構が地方公共団体から機構の融資に関連する補助金等の交付を受ける場合におけ

る当該地方公共団体 

⑰ 機構が特定回収困難債権（預金保険法（昭和46年法律第34号）第101条の２第１項に規定する特定

回収困難債権をいう。）に相当する債権を債権譲渡する先の債権回収会社 

⑱ お客さまが機構との契約において電子契約サービスをご利用する場合の電子契約サービス事業者 

⑲ 機構がウェブサービス上でお客さまの本人確認を行う場合のeKYCサービス提供事業者 

⑳ お客さまが機構が提供するウェブサービスを通じて融資の申込みを行う場合又は機構との契約に

おいて電子契約サービスをご利用する場合のID認証サービス提供事業者 

㉑ お客さまが機構との間で質権を設定する場合の質権設定承諾者 

㉒ お客さまが機構との間で抵当権を設定する場合の抵当権設定承諾者  

㉓ お客さまが住宅借上制度を利用する場合の一般財団法人移住・住みかえ支援機構 

㉔ お客さまが譲り受けた土地区画整理事業の保留地予定地又は仮換地の施行者（施行者から保留地又

は仮換地を譲り受けてお客さまに譲渡した民間事業者を含みます。） 

㉕ お客さまが機構との間で担保提供した不動産に係る買戻権者 

 

７ 個人情報ファイル簿の作成及び公表 

 機構が保有している個人情報ファイルについては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

の規定により、個人情報ファイル簿を作成し、機構のホームページ上及び下記のお問い合わせ窓口におい

て公表します。 

 

８ 個人情報の開示、訂正及び利用停止 

 機構が保有する個人情報について、開示、訂正及び利用停止の請求があった場合は、請求者がお客さま

本人であることを確認した上で、特別な理由のない限り速やかに対応します。請求の手続及び開示に係る

手数料の額は、機構のホームページ上に公表します。 

 

９ お問い合わせ窓口（個人情報保護窓口） 

(1) 機構の店頭（別表３） 

(2) 機構のホームページ https://www.jhf.go.jp/ 


